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 山陽新幹線では，工事用車両を用いて行う保守作業が多く，保守基地から遠方の作業箇所までの移動に

膨大な時間を要し，現地で十分な作業時間を確保できない．この問題の抜本的な方策としては，保守基地

を新設し，保守基地から本線へ工事用車両が出入可能な分岐器を設けることであるが，信号場等の新設に

は膨大な費用を要する．このため，信号場等を必要としない分岐器の代替構造として，新たな新幹線用横

取装置を開発した．新たな新幹線用横取装置では，レール用締結装置，可動レール，専用の PC まくらぎ

および油圧式転換装置について性能確認試験を実施し，所定の性能を有することが分かった．加えて，現

地敷設による保守用車走行試験により，各部材の挙動を確認したので報告する． 
 

     Key Words: set-off equipment, movable rail, prestressed concrete sleeper, hydraulic conversion device, 

                        stopper 

 
 
 
1. はじめに 
 
山陽新幹線では，レール上を走行する工事用車両を用

いて行う保守作業が多く，保守基地から遠方の作業箇所

までの移動に膨大な時間を要し，現地で十分な作業時間

を確保できない問題がある．作業時間を拡大するための

抜本的な方策としては，工事用車両が出入可能な保守基

地の新設が効果的であるが，保守基地から本線へ出入可

能な分岐器の新設が必要である．しかし，分岐器を新設

する場合，運行管理システムと連動した信号場の新設が

必要となり，運転保安設備等の改良工事に膨大な費用が

必要とされる．このため，運転保安設備等を必要としな

い分岐器の代替構造として，新幹線用機械式横取装置の

使用を検討したが，新幹線用機械式横取装置の構造では，

保守基地から出入する渡り線の設置が困難であった．そ

こで，運転保安設備等の改良工事を必要とせず，渡り線

の設置が可能な新たな横取装置の適用を目指して開発を

進めた． 
本稿では，既存の狭軌線用の横取装置の構造1）を基に

新幹線に適用可能な構造を検討し，基礎試験および現地

試験により性能を確認したので，その結果を報告する． 
 

2. 基本とした横取装置の構造概要 
 
図-1に基本とした横取装置（以下，「既存横取装置」） 
 

 

図-1 既存横取装置の構造概要 
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の構造を示す．主に横取ポイント部，リード部および 

横取クロッシング部から構成される．使用時は転てつ鎖

錠金具を開放し，操作盤のスイッチを作動させること

で，油圧式転換装置により各種可動レールを転換させ本

線レール上に載線し，工事用車両が出入可能な構造とし

ている．なお，使用時は軌道を構成する 2本のレールが

短絡（導通）することで，指令所において使用状態を把

握することができる． 

 

 

3. 構造改良 
 
既存横取装置をベースに，新幹線で適用可能な構造に

改良した（以下，「新幹線用横取装置」）．主な改良点

を以下に示す． 
 

(1) 線形改良 

 既存横取装置における軌道線形は，狭軌用 8番分岐器

相当である．一方，新幹線用横取装置における軌道線形

では，新幹線軌道の最小曲線半径 200 mよりも大きな曲

線半径を確保するため，新幹線用 12番分岐器相当の線

形に改良することとした． 

 

(2) レール用締結装置の改良 

既存横取装置では，一般的な分岐器のレール締結装置

を用いているが，新幹線用横取装置では，新幹線用分岐

器のレール締結装置に準じた構造へ変更した．また，可

動レールが摺動する床板と本線レールは，本線レールの

片側のみを締結する構造であったが，軌道狂い進みの増

加の助長が懸念されたため，新たに座金（以下，「Z 型

座金」）を設計し，本線レールを両側で締結できる構造

とした（図-2）． 
 

(3) PC まくらぎ化 

 既存横取装置は，木まくらぎ等を使用しているが，新

幹線用横取装置では，敷設箇所が 300 km/hの高速走行区

間であり，一般軌道と横取装置の境が軌道弱点箇所とな

る可能性があった．そこで，軌道保守量の低減に実績が

ある弾性材付き PCまくらぎを用いることとした．ま

た，断面形状は一般的に用いられている既存の 3Tcまく

らぎに準じ図-3のとおりとし，3Tcまくらぎの設計レー

ル圧力および 10種類のまくらぎ長さに応じて設計曲げ

モーメント 2)を算出し，PC鋼線本数および配置を決定

した．まくらぎ長さが 4,100 mm以上のものについては

施工性を考慮して，在来線で実績がある弾性まくらぎ継

手 3)を使用し，転換装置下は鋼製まくらぎ 4)により接合

する構造とした． 
 

(4) 横取レール補支材 

図-4 に本線レールに被さる部分である横取レール補

支材の先端形状を示す．既存横取装置の補支材先端部の

形状は，在来線の車輪踏面形状に対応させているが，新

幹線用横取装置では，新幹線の車輪踏面形状に適合さ

せ，ゲージコーナー側を新幹線用分岐器のトングレール

と同一形状とした．また，本線レールに重なる補支材延

長部付け根の板厚が薄く，補支材の摩耗によるき裂が発

生する可能性が考えられたため，入射角を変更して補支

材先端部の板厚を既存の 3.0 mmから 5.5 mmへ増厚し

た．加えて，レール長手方向の縦断勾配を 1/35から新

幹線用機械式横取装置と同じ 1/40に変更した． 

 
 

4. 構成部材の基礎試験 
 
 改良した新幹線用横取装置の構造の妥当性を検証する

ため，各種基礎試験により性能を評価した． 
 

 

図-2 Z 型座金を用いた締結構造 
 

図-3 まくらぎ断面の一例 
 

 

図-4 横取レール補支材先端部の形状 

【設計基準強度】 
49.1 N/㎜ 2 →50.0 N/㎜2 

【PC鋼線本数】 
16本 →18本 

【まくらぎ高さ】 
190 mm →208 mm 
【まくらぎ上面幅】 

184.5 mm →250  mm 
【まくらぎ下面幅】 

283 mm →280 mm 
※左側は3Tcの数値  
※右側は設計品の数値 
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(1) Z型座金 

 新たに設計したZ型座金の安全性を確認するため，

静的載荷試験および疲労試験によりレールの変位量，Z
型座金の応力振幅，構成部材の変状有無を確認した． 
a) 静的斜角載荷試験 
鉄道構造物設計標準・同解説 軌道構造 2)（以下，

「設計標準」）を参照し，新幹線軌道におけるレール締

結装置の設計作用を供試体中央部に 3回載荷した（図-
5）．測定箇所はレール頭部の左右変位および Z型座金

の応力全振幅を確認するため，図-6に示す箇所とし，Z
型座金の応力は，ボルト締結前から斜角載荷終了まで測

定した．なお，レールの左右変位は軌間外向きを正，軌

間内向きを負とし，上下変位は上向きを正，下向きを負

とした．また，Z型座金の応力については圧縮応力を

正，引張応力を負とし，ひずみのばらつきを考慮して，

Z型座金の中心線より対称の測点の平均値を評価するこ

ととした（例えば，測点 1，測点 2の平均値）． 

 レール変位の試験結果を図-7，Z 型座金の試験結果を

表-1 に示す．60 kg レールの左右変位から換算したレー

ルの頭部左右変位量は，A荷重相当の載荷時で 1.0 mm程

度であり，新幹線軌道におけるレールの頭部左右変位量

の設計限度値である 5.2 mm 5)以内に収まっていた．Z 型

座金の応力については，軌間外側における応力振幅の最

大値は測点3，4の平均で 59.8 N/mm2であり，軌間内側の

最大値は測点 9，10の平均で 88.4 N/mm2であった．これ

らの値はいずれも設計限度値である 115 N/mm2 2)に収まっ

ていた．また，Z 型座金の材質 SS400の疲労限度 6)を用

いた耐久限度線図による応力照査では，第 2破壊限度お

よび第 2へたり限度以内に収まっており，照査を満足す

る結果となった（図-8）． 
b) 二軸疲労試験 
 静的載荷試験と同様の条件で 60 kg レール頭部側面に

軌間内側のθ1の方向から A 荷重相当を，軌間外側のθ2

の方向からB荷重相当を繰り返し載荷した．目標繰り返

し回数は 100万回とした（表-2）． 
疲労試験の結果を図-9 および図-10 に示す．レールの

左右変位はレール頭部で最大 0.79 mm，最小-0.51 mm，レ

ール底部で最大 0.20 mm，最小-0.05 mm であった．いず

れも 100万回の繰り返し載荷中に増加は認められなかっ

た．Z型座金の応力については，軌間外側の測点 1，2の
平均で-65 ～12 N/mm2程度，測点 3，4の平均で 165 ～ 222 
N/mm2，測点 5，6の平均で 19 ～ 42 N/mm2程度であった．

また，軌間内側の測点 7，8の平均で-72 ～ 3 N/mm2程度，

測点 9，10の平均で 114 ～220 N/mm2，測点 11，12の平均

で 8 ～  34 N/mm2程度であった．動的繰り返し載荷による

疲労試験後の各部材の損傷程度を目視により確認したが，

特に目立った損傷はなかった．以上の結果よりZ型座金

は，使用上問題ないことを確認した． 

 
図-5 供試体 

 

(a) Z 型座金                               (b) レール変位 
図-6 測定箇所 

 

(a) レール左右変位       (b) レール上下変位 

図-7 レール変位量 

 
表-1 Z 型座金の応力 

 最大応力

（N/mm2） 

最小応力

（N/mm2） 

応力振幅

（N/mm2） 

外
軌
側 

測点 1，2の平均 13.4 -61.5 74.9 
測点 3，4の平均 224.5 164.7 59.8 
測点 5，6の平均 46.6 26.8 19.8 

内
軌
側 

測点 7，8の平均 -7.4 -64.6 57.2 
測点 9，10の平均 229.7 141.3 88.4 
測点 11，12の平均 41.0 21.0 20.0 

 

 

図-8 耐久限度線図 
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表-2 載荷要領 

項 目 単位 載荷条件 

荷重 kN 
 P1：10.0～124.4 （θ1：54.6°） 

 P2：10.0～98.0  （θ2：66.1°） 

波形 － 正弦波（P1とP2の位相差は180°） 

繰返し周波数 Hz 5.5 
目標繰返し数 回 1×106 

 
 
 
 
 
 
 

(a) 軌間外軌           (b) 軌間内軌 

図-10 Z 型座金応力 

 
表-3 試験要領 

項目 単位 載荷条件 

鉛直載荷荷重 kN 80 
水平移動距離 mm ±225（450） 
転動周波数 Hz 0.3 
目標転動回数 回 5×104 

 

 
図-12 測点図 

 
(2) 横取レール 

 横取レール先端の補支材は，保守用車による列車荷重

を繰り返し受けることで，上反りする懸念があった．こ

のため，横取レール先端部の変状確認を目的に，レール

転動疲労試験機を用いて保守用車を模擬した移動荷重を

載荷し，転動疲労試験を実施した．鉛直荷重は，新幹線

用保守用車の最大輪重 160 kNを考慮し，80 kNとした．

転動回数は，1 年間に通過する工事用車両の軸数を考慮

し，50,000 回を目標とした．また，供試体は，本線レー

ル上に横取レールが被さるようにボルトで固定し，横取

レール先端が変状しやすい条件とするため、支持間隔を

設置できる最大の間隔である 1,000mm とした（図-11）．

試験方法は表-3 に示す試験要領により，表-4 および図-
12 に示す項目を測定した．測定結果を表-5 に示す．測

点 2の横取レール先端部の反り（軌間外側方向）におい

て 5,000回転動時点で 0.6 mm（15.3 mm）程度の変化がみ 

  
(a) レール左右変位      (b) レール上下変位 

図-9 レール変位量 

 

 
図-11 供試体 

 
表-4 測定項目 

測点 測定項目 測定器具 

1 横取レール先端部の反り 

（上方向） 
シクネスゲージ 

2 横取レールの先端部の反

り（外軌方向） 
ノギス 

3 横取レールの先端から

AA断面の長さ 
定規 

4 横取レールAA断面の幅 ノギス 

5 横取レールAA断面の 
厚さ 

ノギス 

6 横取レールAA断面と 

基本レールの隙間 
シクネスゲージ 

 
表-5 測定結果 

 
測点における測定値（mm） 

1 2 3 4 5 6 
初期値 0 14.7 451.5 52.5 156.5 0 

5,000回転動 0 15.3 451.5 52.5 156.5 0 
50,000回転動 0 15.5 451.5 52.5 156.6 0.3 

 
られたが，その後の経過は安定していた．これは，組立

時に僅かな隙間が存在しており，荷重を載荷したことに

よりその隙間分だけ移動したものと考えられる．また，

実際の構造よりも支持間隔を広くし試験を実施したが，

転動疲労試験後の値に大きな変動はなく，各部材の外観

上の変状も認められなかった．以上の結果より，1 年間

に通過する工事用車両の軸数を考慮した条件下では，横

取レールの上反りや変状は確認されなかった． 
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ボルト 

(3) PCまくらぎ 

a) JIS 規格に基づく試験 
 今回設計した PC まくらぎが所要の強度を有している

か確認するため，JIS規格 7)に準じた試験を実施した．な 
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お，供試体については，本横取装置で使用する割合が多

いまくらぎ長さ 3,000 mm，3,200 mm，3,300 mmの各 1本
を製作した． 
試験結果を表-6に示す．試験結果より，全ての項目に

おいて設計値以上の性能を有しており，本まくらぎの強

度は実軌道でも十分満足する性能を有していることを確

認した． 
b) 電気絶縁抵抗試験 
 レールおよび締結装置類を設置した状態で所要の電気

絶縁性を有しているか確認するため，設計標準の「付属

資料 12 レール締結装置の絶縁抵抗照査例」に基づき，

電気絶縁抵抗試験を実施した．なお，設計限界値は設計

標準に基づき算出した電気絶縁抵抗値 5.2 kΩとした． 
試験結果を表-7に示す．いずれも設計限界値を上回っ

ており，所要の電気絶縁抵抗を有することを確認した． 
 
(4) 油圧装置 
a) 転換試験 
横取装置の転換時における転換力を確認するため，転

換試験を実施した．塗油による転換力軽減の効果を確認

するため，床板摺動部に塗油しない状態と 1転換ごとに

潤滑油を塗油した状態の転換力を 3回測定した．また，

通常転換試験の油圧装置の設定圧力を 6.0 MPa（転換

力：約 20.6 kN相当）で実施した． 
試験の結果を表-8に示す．総合転換力の最大値は，塗

油なしの状態で 17.6 kN，塗油した場合で 14.8 kNであり，

塗油による転換力の軽減効果を確認した．ただし，設計

計算上の総合転換力 10.6 kN を上回り，より安定した転

換性能を維持するため，後述する振動試験および現地試

験では転換負荷を小さくするために横取ポイントおよび

横取クロッシングの床板傾斜角度を現行より 2 ～ 3°緩

和し，油圧装置の出力を 7.0 MPaへ変更した． 
b) 振動試験 
本横取装置で使用する油圧式転換装置について，営業

線近傍への設置による振動に対して使用上の問題がない

かを確認するため，振動試験を実施した．試験条件は，

JIS規格 8)の器具箱（新幹線用）に準じた正弦波による振

動を表-9に示す条件により与え，各方向への加振終了ご

とに外観および運転状態を確認した．なお，供試体は油

圧式転換装置（外形寸法：1,360×730×390 kg）を振動台

上にボルトで固定したものを用いた（図-13）． 
振動試験後の外観状態として，機器および付属物に傷，

亀裂，変形等の有害な欠陥の発生は無く，ボルト類の弛

緩はなかった．運転状態については表-10 より，電圧お

よび電流値については，電動機の定各値より定めた所要

の目安値以内であり，油圧装置は試験終了後に常用使用

圧力（7.0 MPa）まで昇圧することを確認した． 

表-6 PCまくらぎ強度確認試験結果 

項目 
まくらぎ長さ（mm） 

3,000 3,200 3,300 

曲げ保証試

験(kN） 

設計値 
ﾚｰﾙ位置 127 128 129 
中央 94 95 95 

実測値 
ﾚｰﾙ位置 200 220 215 
中央 160 145 160 

曲げ破壊試

験(kN) 

設計値 
ﾚｰﾙ位置 272 273 274 
中央 237 238 238 

実測値 
ﾚｰﾙ位置 410 435 440 
中央 350 340 355 

埋込栓引張保証試験

（kN） 

規格値 30 
実測値 ひび割れなし 

埋込栓引張破壊試験

（kN） 

規格値 50 
実測値 107.9 107.5 107.0 

ｺﾝｸﾘ ﾄー圧縮試験(N/mm2) 
設計値 50.0 
実測値 65.6 

 
表-7 PCまくらぎ電気絶縁抵抗試験結果 

周波数 試験状態 
電気絶縁 

抵抗値 

1.02 kHz 

乾燥状態 360.9 kΩ 

降雨状態 

（水道水） 

飽和状態 28.0 kΩ 

1 分経過後 35.8 kΩ 

汚損状態 

（食塩水0.1％） 

飽和状態 8.5 kΩ 

1 分経過後 13.3 kΩ 

 
表-8 転換試験結果（最大値） 

床板塗油状態 無 無 有 有 

転換方向 
定位→

反位 

反位→

定位 

定位→

反位 

反位→

定位 

総合転換力（kN） 17.6 7.0 14.8 5.3 

 
表-9 試験条件 

振動数 50 Hz 
加速度レベル 0.25 G 
加振方向 前後・左右・上下 

試験時間 各方向 15分 

 

 
図-13 供試体 

 
表-10 電動機の電圧および電流値 
 目安値 試験前 試験後 

電圧（V） 180～220 214 213 

電流（A） 
運転時 6.4以下 4.34 4.33 
作動時 6.4以下 4.31 4.41 
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5. 現地試験 
 
 現地における本構造の敷設状況による影響を確認する

ため，新幹線保守基地内に本構造を敷設し，転換試験お

よび工事用車両による走行試験を実施した． 
 
(1) 転換試験 
 転換条件は，摺動床板に給油した状態において，定位

（横取未使用時）から反位（横取使用時），反位から定

位の順に 3回行った． 
保守基地および工場内における転換試験の結果を表-

11 に示す．工場内における転換試験の転換力より，ポ

イント部では最大 2.4 kN，クロッシング部では最大 0.8 
kN，総合転換力では最大 3.2 kN低下しており，床板の傾

斜角度の緩和による転換力の軽減効果を確認した． 
 
(2) 走行試験 
山陽新幹線の工事用車両の中から最も大きい重量を有

する道床更新機（以下，「NBS」）が横取使用時に走行

した際の構成部材に発生する応力およびレールの変位量

を確認した．測定位置を図-14 に示す．なお，過去に検

討した類似構造 9)の走行試験より，横取ポイント部にお

いてレール水平変位が大きくなることが想定されたため，

以下の 3条件で走行試験を実施した． 
・補強なしの構造 

・控え棒の設置による補強をした構造 

・レール水平変位を抑制する部材を付加した構造 

控え棒およびレール水平変位を抑制する部材（以下，

「ストッパー」）は，既存横取装置において使用されて

おり，レール水平変位の抑制に一定の効果があることが

確認されている（図-15）． 
a) 可動レール変位量の限度値 

 前述したZ型座金使用時のレール頭部左右変位量の評

価については，設計限度値を 5.2 mm として試験を実施

した．一方で，横取使用時における可動レールについて

は，レール締結装置で固定されていないことおよびスラ

ック量を考慮した軌間拡大に対する目安値の設定が必要

と考えたため，「解説 鉄道に関する技術基準（土木偏）

第二版」10)を参照し，軌間拡大量の限度値とスラック量

に余裕を考慮して，レール変位量の目安値を 10 mmと設

定した． 
b) 補強なしの構造 
 補強なしの構造の横取ポイント部は，転てつ棒 3本お

よびスイッチアジャスタロッド（以下，「SA ロッド」）

による密着力により内軌側横圧を受け持つ構造である．

走行条件は，車両徐行速度で 3 km/h，5 km/h，10 km/h の
3種類を設定した． 
試験の結果を表-12および表-13に示す．ポイント部に 

おけるレール水平変位量の最大値は 19.2 mm，クロッシ

ング部では 2.9 mmであり，横取ポイント部において可 
動レール変位量の限度値 10 mmを超過していた．また，

レール変位に伴って転てつ棒応力，SAロッドオフセッ 
 

表-11 転換試験結果（最大値） 
試験場所 保守基地内 工場内 

転換方向 
定位→

反位 

反位→

定位 

定位→

反位 

反位→

定位 

転換力 

(kN) 

ﾎﾟｲﾝﾄ部 8.9 2.4 11.3 3.5 
ｸﾛｯｼﾝｸ゙ 部 2.7 1.0 3.5 1.8 
総合 11.6 3.4 14.8 5.3 

 

 
(a) 横取ポイント 

 
(b) 横取クロッシング 

図-14 測定箇所 

 

 

(a) 控え棒の設置      (b) ストッパーの設置 

図-15 控え棒およびストッパーを設置した構造 
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表-12 各レールの左右変位量（最大値） 

測定位置 
走行速度 

3 km/h 5 km/h 10 km/h 

まくらぎ

番号 5 
（mm） 

乗越ﾚ ﾙー

（頭部） 
14.5  14.3 14.7 

乗越ﾚ ﾙー

（底部） 
14.0 13.6 13.9 

まくらぎ

番号 9 
（mm） 

乗越ﾚ ﾙー
（頭部） 

15.0 15.2 14.2 

乗越ﾚ ﾙー

（底部） 
13.9 14.4 13.1 

まくらぎ
番号 14 
（mm） 

乗越ﾚ ﾙー

（頭部） 
19.1 19.1 19.2 

乗越ﾚ ﾙー

（底部） 
18.3 18.3 18.7 

まくらぎ
番号 48 
（mm） 

ｳｲﾝｸ ﾚ゙ー ﾙ

（頭部） 
2.3 2.7 2.4 

ｳｲﾝｸ ﾚ゙ー ﾙ
（底部） 

2.6 2.9 2.7 

 

 
(a) レール水平変位量（最大値） 

 
(b) 各部材の応力（最大値） 

図-16 各構造における試験結果の比較 

 
ト部応力が降伏点である目安値（転てつ棒：235 N/mm2 
以下 6)，SA ロッド：265 N/mm2以下 11) ）を超過していた．

目安値を超過した要因としては，工事用車両が走行した

際に，乗越レールが床板傾斜に沿って滑り落ちるように

横変位をし，それに伴い第 3転てつ棒も乗越レール側に

引っ張られ，乗越レール側連結板付近に過度な負荷がか

かったことが想定される． 
c) 控え棒およびストッパーを設置した構造 
 レール水平変位等の抑制を目的として，ポイント部に

控え棒 6本を設置した構造およびストッパーを乗越レー

ル側の床板上に 4箇所設置した構造に対し，走行試験を

実施した．控え棒については，可動レールの補支材設置

部を除き，取り付け可能な範囲で設置することとした．

また，ストッパーについては，既存横取装置の構造に準 

表-13 各構成部材の応力（最大値） 

測定位置 
走行速度 

3 km/h 5 km/h 10 km/h 

SAロッド

応力

（N/mm2） 

第 1 190.0 208.2 209.7 
第 2 290.7 290.6 278.2 
第 3 328.6 318.3 314.5 
ｳｲﾝｸ  ゙ 112.2 105.0 106.0 
ﾉｰｽﾞ 110.7 109.0 114.0 

横取ﾚ ﾙー 

応力

（N/mm2） 

補支材側面 -154.3 -85.0 -98.1 

補支材上面 296.3 229.7 191.7 

連結板 

応力

（N/mm2） 

第 3転てつ棒
（横取側） 

-22.6 -22.5 -23.4 

第 3転てつ棒

（乗越側） 
41.5 32.6 41.5 

ｳｲﾝｸ ﾚ゙ー ﾙ 34.6 36.6 28.7 

転てつ棒

応力

（N/mm2） 

第 3転てつ棒

（横取側） 
211.4 188.4 202.5 

第 3転てつ棒

（乗越側） 
921.3 621.9 482.6 

ｳｲﾝｸ ﾚ゙ー ﾙ 61.8 69.1 60.8 

 
じ，まくらぎ 3本ごとに設置することとした．なお，ス

トッパーは，横取使用時において転換後に設置するもの

である． 
走行条件は 5 km/h以下とし，測定項目は前述の走行試

験のうち，横取ポイント部の各レール変位量，転てつ棒

および SAロッドの応力とした． 
試験の結果を図-16に示す．控え棒を設置した構造の 

レール変位量は最大 13.9 mmであり，目安値としている

10mm を超過したが，転てつ棒および SA ロッドの発生

応力は目安値を下回った．次に，ストッパーを設置した

構造では，レール変位量は最大 5.8 mm であり，転てつ

棒および SA ロッドの発生応力も目安値を下回ることを

確認した．以上の結果を踏まえ，今回開発した横取装置

は，ストッパーを 4箇所設置することを使用条件とした． 
 

 

6. まとめ 
 
 今回，新たに開発した新幹線用横取装置についてまと

めると以下のとおりである． 
・既存横取装置をベースに新幹線軌道に適用可能な構造 
とするため，線形改良，Z型座金を用いた本線レール

の両側締結およびPCまくらぎの使用等，構造改良を

行った． 
・新たに設計したZ型座金，横取レール，PCまくらぎ 
および油圧装置について，各種性能に問題がないこと 
を確認した． 

・本構造を敷設し，保守用車で最大重量の NBSを走行

させた際の構成部材に発生する応力およびレール変位

量を確認した結果，レール変位量および応力の目安値

を満たすためには，ストッパーの設置が必要となるこ

とを確認した． 
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・今後は，更なる作業時間の拡大を目指し，ストッパー 

を使用しなくても走行安全上問題のない構造を検討し 

ていきたいと考える． 
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DEVELOPMENT OF A NEW SET-OFF EQUIPMENT FOR SHINKANSEN 
 

Kouki Aomatsu, Takanobu Higashihara, Takashi Karasu and Masanobu Kusuda 
 

On the Sanyo Shinkansen, there is a lot of maintenance work using construction vehicles, and it takes a 
huge amount of time to move to places far from the maintenance base, so it is not possible to secure suffi-
cient work time locally. A drastic measure for this problem is to construct a new maintenance base and a 
turn-out that allows construction vehicles to access from the maintenance base to the main line, but provid-
ing the function of the signal field requires enormous costs.  

Therefore, we designed a new set-off equipment for Shinkansen as an alternative structure to the turnout  
that does not require a signal field and contributes to cost reduction. As for the new Shinkansen set -off 
equipment, we conducted performance confirmation tests on the rail fixing device for the Shinkansen, mov-
able rails, dedicated PC sleepers, and hydraulic conversion device, and found that they had the specified 
performance. In addition, the behavior of each member was confirmed by a maintenance vehicle running 
test by laying on site.
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